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   基幹相談支援センターの設置について 

 

 １ 設置者 

  〇 市町村又は市町村から基幹相談支援センターに係る業務の委託を受け 

   た一般相談支援事業（地域移行・定着支援担当）を行う者 

  〇 または特定相談支援事業者（計画作成担当）  

 

 ２ 設置方法 

   身近な地域の相談支援事業者と基幹相談支援センターによる体制を基本 

  とする。このほか、地域における指定相談支援事業者の状況等により、基 

  幹相談支援センター単独による場合も想定される。 

 

 ３ 業務 

   次に掲げる事項を基本としながら、地域の実情に応じて実施する。 

 

  ⑴ 総合相談（身体障がい・知的障がい・精神障がい）・専門相談 

    障がいの種別や各種ニーズに対応する 

   ・総合的な相談支援（３障がい対応）の実施 

   ・専門的な相談支援の実施（困難事例のケース検討会議の開催等） 

   ・身近な地域の相談支援事業者で対応できない個別事例への対応 

 

  ⑵ 地域の相談支援体制の強化の取組 

   ・相談支援事業者への専門的指導、助言（スーパーヴィジョン） 

   ・相談支援事業者の人材育成（研修等） 

    計画相談支援体制の強化（相談支援専門員の質の向上） 

   ・相談機関との連携強化の取組 

 

  ⑶ 地域移行・地域定着 

   ・入所施設や精神科病院への働きかけ 

   ・地域の体制整備に係るコーディネート 

 

  ⑷ 権利擁護・虐待防止 

    総合的な相談業務及び成年後見制度利用支援事業を実施。 

   ・成年後見制度利用支援事業 

   ・虐待防止 

    今後、地区保健福祉センター、いわき市権利擁護・成年後見センター 

   との整理が必要となる。 
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  ⑸ 地域自立支援協議会の運営委託等 

 

 ４ 人員体制 

   地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として必要となる人員 

  体制を確保する。（専門的職員の配置） 

     

 ５ 財源 

   一般財源（交付税） 

   ※ただし、「基幹相談支援センター等機能強化事業」については地域生活 

    支援事業補助金の対象 

 

 

（参考）「基幹相談センター等機能強化事業」 

 

１ 事業内容 

  ⑴ 基幹相談支援センター等に特に必要と認められる能力を有する専門的職員 

   （社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等）の配置 

  ⑵ 基幹相談支援センター等による地域の相談支援体制の強化の取組 

  ⑶ 基幹相談支援センターによる地域移行・地域定着の促進の取組 

 

２ 留意事項 

 ⑴ 法第 89 条の３の規定に基づく協議会（以下「協議会」という。）を設置する市 

   町村又は圏域等を単位として実施すること。 

 ⑵ 市町村が設置する協議会において、市町村内の相談支援体制の整備状況やニー 

   ズ等を勘案し、本事業によって配置する専門的職員について協議し、事業実施 

   計画を作成すること。 

 ⑶ 都道府県が設置する協議会に、事業実施計画に係る助言を求めるほか、概ね２ 

   年ごとに事業の見直しに向けた評価・助言を求めるなど、事業の適切な実施に 

   努めること。 
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協議事項 

 

１ 基幹相談支援センター設置の必要性 

 障害者総合支援法第 77条の２第２項に「市町村は、基幹相談支援センターを設

置することができる」と規定されているため、必ずしも市町村が設置するもので

はないが、従来の身体障がい、知的障がい及び精神障がいに加えて、難病、発達

障がい及び強度行動障害等の新たな障がい態様が出てきており、障がい者のニー

ズが多様化している現状も踏まえると、一般的な相談支援では対応困難となって

きている。 

 今後、高度で専門的な相談支援を実施するためには、相談支援専門員、社会福

祉士、精神保健福祉士等を配置し、地域における相談支援の中核的な役割を担う

機関として、基幹相談支援センターの設置を検討する必要がある。 

 

２ 本市の相談支援体制の現状 

 ⑴ 委託相談支援事業所 ７事業所 

 障がいのある方や家族に対し各種相談支援、情報提供などを総合的に行ってい

る。 

 

 〇事業内容 

① 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に係るサー

ビスの利用援助 

② 社会資源を活用するための支援 

③ 社会生活を高めるための支援 

④ ピアカウンセリング 

⑤ 専門機関との連携 

⑥ 障がい者の住宅入居等に関する支援 

⑦ その他 
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【担当地区】 

担当地区 地区保健福祉センター 法人名 【事業所名】 

平地区 平地区保健福祉センター 

（常磐線より南） 

（社福）いわき福音協会 

【障害者総合生活支援センターふ

くいん】 

（常磐線より北） 

（社福）希望の杜福祉会 

【スペースけやき】 

（神谷付近） 

（ＮＰＯ）母子通園センター 

【いわき母子訓練センター】 

小名浜地区 小名浜地区保健福祉センター 
（社福）誠心会 

【せんとらる】 

勿来・田人地区 勿来・田人地区保健福祉センター 
（ＮＰＯ）子どもの家 

【いわき地域療育センター】 

常磐・遠野地区 常磐・遠野地区保健福祉センター 

（社福）育成会 

【ライフサポートセンター「ゆう・

ゆう」】 

内郷・好間・三和地区 
内郷・好間・三和地区保健福祉セン

ター 

（公財）いわき市社会福祉施設事業

団 

【いわき市障害者生活介護センタ

ー】 

四倉・久之浜大久地区 
四倉・久之浜大久地区保健福祉セン

ター 

（ＮＰＯ）母子通園センター 

【いわき母子訓練センター】 

小川・川前地区 小川・川前地区保健福祉センター 
（社福）希望の杜福祉会 

【スペースけやき】 
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  ⑵ 特別サポート事業 １事業所 

   相談支援事業者及び指定障害福祉サービス事業者等からの相談及び指 

  導・支援を行う。 

 

 〇事業内容 

  ① 専門的な知識を必要とする困難ケース等への対応 

② 地域自立支援協議会を構成する相談支援事業者等に対する専門的な指導、助

言等に関する業務 

③ 専門的な相談支援等を要する困難ケース等への対応 

④ 成年後見制度の活用などによる障がい者の権利擁護 

⑤ 障がい者の住宅入居等に関する支援を行う事業所との連携 

⑥ その他 
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